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卒 FITに向けた余剰電力の自家消費における 
ヒートポンプ給湯機の有用性の評価について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 戸建住宅における世帯当たりシミュレーション結果 

 PV 余剰電力量を全て売電するケースと比較して、HP 給湯機を導入した上で、需要家の

エネルギーコストを最小化するよう HP 給湯機を運転すると、昼間運転割合が 73%となり、

コストを抑えながら（▲約 5,000 円/年）、PV 自家消費率を向上し（44%→59%）、省エネ（▲

23%）、省 CO２（▲34％）を図ることができる結果となりました。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

モデルケース 給湯設備/蓄電池 説明 

売電ケース ガス給湯 PV 余剰分は全て売電 

HP 給湯ケース（最適制御） HP 給湯 HP 給湯機の昼間蓄熱（PV 余剰分）と夜間蓄熱を最適制御 

HP 給湯ケース（夜間蓄熱） HP 給湯 PV 余剰分は売電。HP 給湯機は夜間蓄熱 

蓄電池ケース（容量 6 kWh） ガス給湯＋蓄電池 PV 余剰分をできるだけ蓄電して、夜間に自家消費 

News Release 

報道資料 

e 

2009年 11月開始の「太陽光発電（PV）の余剰電力買取制度」（FIT）は、2019年 11

月以降に 10年間の買取期間が順次終了し、卒 FIT世帯が今後増加します。 

各世帯の PV 余剰電力を自家消費することは、PV や風力発電等の再生可能エネルギ

ー電源の主力化に向けて重要※1 であるため、自家消費拡大に貢献するエコキュート等

のヒートポンプ給湯機（HP給湯機）の有用性を、有識者による「HP給湯機の有効活用

検討会（委員長：東京大学 赤司泰義教授）※2」にて評価しましたので、その結果をお

知らせします。 
 

〇戸建住宅シミュレーション結果   PV自家消費率 15%ポイント増加(44%→59%) 

省エネルギー効果  23%削減 

〇国内への HP給湯機普及による評価 PV自家消費量   66億 kWhの増加 

                  省エネルギー効果  11.5万 kL削減（原油換算） 



 

○ 国内への HP給湯機普及による評価 

全国約 5,200 万世帯のうち、戸建て住宅に住む世帯人数 3 人以上の世帯(約 1,028 万世帯)

が PV と HP 給湯機を導入し、HP 給湯機の運転方法を夜間蓄熱から最適制御に変更した場

合の年間効果は、PV 自家消費量の増加 66 億 kWh（140 万～170 万世帯の年間 PV 発電量に

相当）と同時に、省 CO2 46 万 t-CO2、省エネ 11.5 万 kL を図ることができる結果となりま

した。 

参考までに、政府の長期エネルギー需給見通しにおける 1,400 万台の HP 給湯機普及拡大

による省エネ量を見込んだ 2030 年の家庭部門の削減目標 1,160 万 kL に対して、今回試算

した最適制御運転の省エネ効果は、約 1.0%の追加削減量に相当すると言えます。 

 

世帯人数 

（普及対象世帯数） 

HP 給湯運転方法 自家消費変化量 

[億 kWh] 

CO2変化量 

[万 t-CO2] 

省エネルギー効果 

原油換算変化量[万 kL] 

３人以上 

（1,028 万世帯） 

最適制御 ＋66 

(＋43～＋91) 

▲46 

(▲48～▲38) 

▲11.5(▲12.0～▲9.6） 

[▲1.0%（▲1.0%～▲0.8%）] 

*  ( )内の数値は、別の戸建住宅をモデルにシミュレーションした結果を、1,028 万世帯に反映させた場合の最大最小値 

** ［ ］内の数値は、長期エネルギー需給見通しにおける 2030年の家庭部門の削減目標に対する比率 

 

 

その他、詳細につきましては添付資料をご参照ください。 

 

添付資料：卒 FITに向けた余剰電力の自家消費におけるヒートポンプ給湯機の有用性の 

評価報告書 

 

 
※1 PV や風力発電等の自然条件によって出力が大きく変動する再生可能エネルギー電源から系統電力への逆潮流が増加

する中で、各世帯の PV の余剰電力を自家消費して逆潮流を減らすことは、再生可能エネルギー電源の主力化に向け

て系統負荷を減少させるためにも重要 

   

※2 HP給湯機の有効活用検討会 
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